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１．はじめに 

 

障がい者の移動支援について、社会資本整備の必要

性が叫ばれて久しい。近年は、バリアフリー新法をはじ

めとする障がい者の移動に関する様々な支援体制の枠組

みが揃いつつあり、今後の展開が期待されている。一方

で、各移動する個人が住まう地域やその家庭内環境など

は、移動の円滑化や達成度などを高める上で重要な要因

であるといえる。これは障がい者に限らない話ではある

が、そもそも身体的特徴などにより移動制約を受けてい

る障がい者にとって、その違いによる影響は健常者に比

べても大きくなるものと想定され、その実態を明らかに

しておくことは今後の障がい者の移動支援施策を展開す

る際に重要な知見を与えるものと考えられる。本研究は、

上記の点を鑑み、障がい者の移動について、豊田市をケ

ーススタディとして地域特性による違いを念頭に置きつ

つ、特に、同居介助者の有無など障がい者の移動におけ

る支援環境に着目し、それらが障がい者の移動に与える

影響を明らかにすることを目的としている。 

 

２．既往研究と本研究の位置づけ 

 

 障がい者の移動に関して、これまでに、多くの研究が

なされている。例えば、障がい者の移動において自動車

の確保が重要な役割を担うことは、青島ら1)により指摘

されており、そのことは、筆者らのこれまでの調査結果

においても確認している2)。一方で、都市を類型化し各

地域の交通施策の特徴を明らかにする試みが谷内ら3)に

よりされている。本研究で対象とした豊田市の場合、地

方有数の中核都市であり、世界有数の自動車産業都市で

ある点が移動に関して様々に影響すると考えられる一方

で、地方都市に特に特徴的である中山間地における公共

交通の有り様の影響もあると想定される。以上を踏まえ、

本研究では、同居者の有無という障がい者がおかれる家

庭環境下において、一般的な都市部に加えて中山間地と

いう地域特性の差に着目し、この点について明らかにす

ることを目指した。 

 

３.アンケート調査の概要 

 

アンケート調査の概要を表―1に示す。本アンケート

調査では、身体、知的、精神障がいを含むすべての障が

い種別の方を対象にアンケート調査実施した。カテゴリ

ーごとの抽出率が均等になるように対象者を無作為抽出

したが、一部の地域では、障がい者の数が少なくなるた

めに、抽出数を調整した。 

 

表－1 アンケート調査の概要 

調査対象 豊田市の障がい者約16千人のうち一部（身体障

がい:等級1-3級、知的障がい:全て、精神障が

い:等級1-2級）の約11千人から抽出した2,511

人 抽出率24% 

抽出方法 豊田市障がい福祉課の協力を得て豊田市の地区

区分(12地区)と障がい種別（7種）で分類した

カテゴリーごとにランダム抽出。ただし対象者

の少ないカテゴリーにおいいぇ、配布数が20を

下回る場合は、上限配布数を20として配布数を

増やすよう調整した。 

調査時期 2009年3月 

調査方法 郵送配布、郵送回収（一部電子ファイル） 

回収状況 有効回答数1,301、有効回収率52% 

 

表－2 対象地域の状況 

地域区分 特徴 

人口 

人口密度 

障がい者数 

都心部 

(挙母地区) 

主要鉄道駅や市役所等の都

市機能が集積し、バリアフリー

重点整備地域が2地域存在 

130千人 

33.1人/ｈａ 

2,920人 

郊外部 

(都心部以外の

都市計画区域)

都心部の周辺に位置し、田畑

や一部山地の中に住宅や工

場が散在する地域 

268千人 

8.5人/ｈａ 

6,740人 

中山間地 

(都市計画区域

外) 

山林の割合が高い農山村地

域。2005年に合併した6町村

のうち5町村 

25千人 

0.4人/ｈａ 

1,010人 
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調査の対象とした豊田市は合併により大きくなった

地方都市で全市域の人口は423千人である。合併により

広がった地域は、おおむね中山間地で、人口密度は低い。

人口は都心部と郊外部を中心に広がっており、中山間地

の人口は全人口の約1割にとどまる。障がい者の分布状

況は、おおむね全人口の分布状況と同じである。 

 

４．同居する介助者の存在と外出状況 

 

図-１に同居する介助者の同居状況と、高齢化の状況

を示した。中山間地では、他の地域よりも高齢化が進ん

でいる。さらに、中山間地では、同居する介助者がいな

い高齢者の割合が高くなっている。これは、移動に関す

る利便性が低いと考えられる中山間地において、介助が

容易に得られない障がいをもった高齢者が高い割合で存

在していることを示している。このことが、後述するよ

うに豊田市における中山間地における障がい者の移動を

特徴づける要因の一つとなっている。 
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図-1 介助者の同居状況と年齢構成 

 

障がい者の移動の頻度を見るために、障がい者の外

出回数を見た。図-2は、障がい者の外出回数について示

した。調査を行った期間（1週間）のうちに何度外出を

しているかを示したものである。ただし、対象としたの

は1週間の外出状況をすべて記入した人のみとしている。

地域により大きく差異がある。都心部、郊外部において

は週6-7回の外出が最も多くなっているのに対して、中

山間地では、週1-3回の外出の割合が多くなっている。

同居する介助者との関係をみる。「外出なし」の状況を

見ると、都心部、郊外部では、同居する介助者がある場

合のほうが介助者がない場合より高く、一方、中山間地

では同居する介助者がいない場合に高くなり逆転してい

る。中山間地では、約3割の方が１週間に１度も外出を

していない。 
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図-2 同居する介助者の存在と外出回数（週当り） 

 

５．外出時の介助の必要性 

 

図-3に、同居する介助者（家族など）の存在と、移

動時に介助の必要があるかについて示した。移動に際し

て、介助が必要な方の多くは、介助してもらえる介助者

（家族など）がおり、その割合は、都心部で63%、郊外

部66%、中山間地で71%となっている。これに対して、同

居する介助者がない場合で、移動時に介助が必要な人の

割合は、都心部で63%、郊外部39%、中山間地47%となり、

どちらの場合も、同居する介助者がいない場合に、移動

時に介助が必要な人の割合が低くなっている。また、同

居する介助者のありなしにかかわらず、中山間地で移動

時に介助が必要な人の割合が高い。また中山間地におい

ては半数に近い人が、同居する介助者がいない状況で、

移動時に介助が必要と回答している人の割合が５割近く

あり、高くなっている。こうした方は身近に介助をして

もらえる人がいないため、移動時にあたっての制約が高

くなっているものと考えられる。このため「外出をしな

い」あるいは「外出ができない」状況を発生させている

ものと考えられる。 
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図-3 同居する介助者と外出時の介助の必要性 

 



次に、外出時の介助の必要性と、外出の回数との関

係を見ると、地域により違いがみられる。図-4に示すよ

うに、都心部では、障がいは持っていても介助の必要が

ない場合は、ほぼ毎日外出する割合が55%に達する。週

に4-5回までを含めた場合には、83%に達し、こうした方

は、障がい者の中では比較的移動回数に関する制限が少

なくなっているものと考えられる。また、郊外部におい

ては、週6-7回の方が61％となり、4-5回まで合わせて

77％となる。これに対して、中山間地では、介助の必要

ない場合においても外出回数は、他の地区に比べて低く

なっており、週6-7回の方が37%、4-5回の方まで加えて、

48％となっている。外出時に介助が必要な方の場合をみ

ると、外出なしの割合が、中山間地では、32%となって

おり、都心部(15%)、郊外部(16%)と比較して高い割合を

示している。中山間地で、介助が必要な障がい者の方が、

移動の制約を受けて、十分な外出をできていない状況が

うかがえる。前述した、移動時の介助の必要性と合わせ

てみると、中山間地の介助が必要な障がい者の場合は、

移動をしようとした場合に身近に介助者がいないことに

より、外出が思うようにできていないことが想定できる。 

一方で全体を通してみると、介助が必要な場合でも、

都心部、郊外部では84-5%が週1回は外出されている。こ

のことは、外出した際の支援の仕方をより深めていかな

くてはならないことも示している。 
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図-4 外出時の介助の必要性と外出回数(週当り) 

 

次に、障がい者の方の外出の仕方について見てみる。

図-5に、介助の必要性と実際に外出する際に介助者と一

緒に外出しているかについて示した。介助が必要と回答

している方の外出の仕方をみると、「介助者と外出の

み」（一人での外出がない）割合をみると、都心部で

60%、郊外部58%であるのに対して、中山間地では、49%

と若干少なくなっている。これは、中山間地においては、

介助が必要な人が、介助者とともに外出をすることより

も、外出をしないことを選択してしまうもしくは、介助

者が近くにおらず外出が十分にできない状況を発生させ

てしまっていることをうかがわせている。また、介助が

必要と回答している方のなかにも、一人で外出を行う方

が、都心部、郊外部で26%、中山間地で19%存在する。こ

うした方は、外出先あるいは移動中に同居している介助

者の方や、前もって依頼した介助者の方以外の支援の中

で移動を行っているものと考えられる。障がい者の移動

支援においては、こうした方の存在が増えてくることが、

移動をあきらめない支援の在り方として必要であると考

えられる。 
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図-5 外出時の介助の必要性と介助者との外出状況 

 

ここまでで、障がい者の中においても、同居する介

助者と移動の関係、移動時の介助の必要性と外出の状況

といった点を、地域の状況とともに見てきた。中山間地

においては、介助の必要な障がい者の割合が高いにも関

わらず、介助をする人が身近におらず、結果として、外

出の頻度が低くなっている状況がうかがわれる。そうし

た障がい者の移動を支援するためには、障がい者の方移

動を地域で支えていく必要があると考えられる。前述し

たように介助が必要であっても、一人で外出しなくては

ならない方の支援の仕組みを強化していく必要があると

考えられる。また、都心部では介助が必要であっても外

出している割合が中山間地より高いことから、自律的移

動を容易にできるような状況を中山間地においても作り

出すことが必要であると考えられる。そのための一つの

手段として公共交通があると考えられるが、次に公共交

通の利用状況について見る。 

 

６．公共交通を利用した移動 

 

 豊田市における障がい者の移動においては、自動車に

依存する割合が高い2)。しかし、前述したとおり、介助

者がおらず一人での移動も一定程度存在する。豊田市の

公共交通の状況は、都心部においては、鉄道、バスとも

に十分な利用ができる環境にあると考えられる。一方で、

中山間地においては、鉄道は、バスなどを利用し最寄り



の駅にアクセスすることによって利用が可能になる。鉄

道の利用に関しては、中山間地では、直接鉄道駅にアク

セスすることができず、地域によって利用状況に差異が

生じている。ここでは、バスの利用状況を見ることによ

り、公共交通の利用状況についてみる。豊田市内におい

ては、基幹バスを中心に市内全域にバス網が整備されて

いる。さらに地域ごとに地域バスが整備され比較的バス

網は充実している。また、一部地域では、デマンドバス

によるサービスも実施されている。そうしたバスの運行

状況下において、地域ごとのバスの利用頻度を見た

（図-6.7）。外出時に介助が必要ない人であっても、同

居する介助者の有無により、バスの利用頻度に差が生じ

ている。同居する介助者がない方は、主に一人での移動

が多くなると考えられるが、その場合は、バスを利用す

る回数が多くなる。これは、どの地域でも同様の傾向が

ある。地域ごとのバスの利用頻度としてみると、中山間

地で同居する介助者がない場合は、サンプル数が少ない

ものの48%の方が、１ケ月に数回以上の利用をしており、

半数近くが日常的なバスの利用者となっている。 
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図－6 外出時に介助が必要ない人のバスの利用状況 

  

図-7に示したのは、介助が必要な人のバスの利用頻

度である。介助が必要ではない人と比較すると、１ケ月

に数回以上バスを利用する人の割合は、半数近くに減っ

ている。その割合は、都心部と郊外部では18%であるの

に対して中山間地では、24%で若干高くなっている。中

山間地での移動においてバスの必要性が高いことがうか

がえる。また、実施したアンケート調査の回答において

におけるバスへの不満を見るともっとも高い割合で指摘

されているのは、バスの本数に関するものや、バス停の

位置に関するものであった。障がいを理由とする不満に

ついては、そうした指摘より低い割合となっており、公

共交通のサービスを向上させることが、障がい者の移動

支援にも、つながっていくことを示しているものと考え

られる。 
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図－7 外出時に介助が必要な人のバスの利用状況 

 

７．おわりに 

 

障がい者の移動について地域の特性が与える影響に

ついて、障がい者と介助者との同居の状況およびバス利

用状況から移動実態の一部について把握し分析すること

を試みた。豊田市内における地域特性の違いによる障が

い者の移動に関しては、都心部、郊外部に対して中山間

地で違いがあるということが明らかになった。地域によ

る障がい者像に差異があり、外出頻度が少ないことなど

から、中山間地において障がい者は十分に満足の行く移

動ができる環境におかれていない方がいることも明にな

った。この地域特性は、地理的な特性に加えて、少子高

齢化や就労環境が不足していること、さらに人口が少な

いことにより公共交通などのサービスが十分でないこと

に起因しているという側面もあると考えられる。障がい

者の移動の問題だけでなく総合的な地域交通の課題とし

て交通サービスの在り方示す必要があると考えられる。 
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